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作成日 2024/06/01 

 

指定介護老人福祉施設 料金表 （入 居） 
 

＜ 日常生活費一覧表（介護保険外サービス料金） ＞ 

◎ 日常生活費は若干変更する場合がありますのでご了承ください。 

種  別 内    容 自己負担額 

※金銭管理 
金銭管理の困難な方については施設事務において管理いたし

ます。 
１日５０円 

電気使用料 
冷蔵庫、テレビ等の持ち込み家電製品に 

電気代（１台につき）をいただきます。 
１日５０円 

レクリエーション 

クラブ活動費等 

レクリエーションやクラブ活動は内容に応じ実費を負担して

いただきます。参加の可否につきましては、任意となります。 
実  費 

理美容費 

（要予約） 

（第 2・3・4月曜

日） 

カットのみ 1,870 円 カラー（カット・ブロー込み） 5,500 円 

顔そりのみ 1,100 円 チオパーマ（カット・ブロー込） 5,500 円 

カット・シャンプー 2,750 円 シスパーマ（カット・ブロー込） 6,600 円 

カット・顔そり 2,750 円 パーマ + カラー 11,000 円 

カット・顔そり・シャン

プー 
3,300 円 プレミアムメニュー 

各メニュー 

＋1,100 円 

クリーニングやその他嗜好品は実費でご負担いただきます。 

*長期 

不在時 

費用 

長期外泊をされた場合には、７日目以降よりいただきます。 

※ ６日間までは介護保険による「外泊時費用」をいただきます。 

(介護保険による外泊時費用は１ヶ月に６日間の算定と限定されています。) 

自己負担額 

１日 1,500 円 

 

◎ 利用者負担段階について 

 

 所得の状況 預貯金等の資産の状況 

 第 1段階 
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者の方 

・生活保護を受給されている方 

単身：1,000 万円以下 

夫婦：2,000 万円以下 

 第 2段階 
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額と課税年金収入額

と非課税年金収入額の合計が年額 80 万円以下の方 

単身：650 万円以下 

夫婦：1,650 万円以下 

 第3段階① 
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額と課税年金収入額

と非課税年金収入額の合計が年額 80 万円を超え 120 万円以下の方 

単身：550 万円以下 

夫婦：1,550 万円以下 

 第3段階② 
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額と課税年金収入額

と非課税年金収入額の合計が年額 120 万円を超える方 

単身：500 万円以下 

夫婦：1,500 万円以下 

 第 4段階 上記以外の人（※4） 
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社会福祉法人 渓仁会 介護老人福祉施設 月寒あさがおの郷 料金表 

 要 介 護 １ ～ 要 介 護 ３  

①は１割負担、②は２割負担、③は３割負担の料金となります。 

（介護保険負担割合証記載の内容に準じます。）【ﾕﾆｯﾄ型介護福祉施設ｻｰﾋﾞｽ費Ⅰ】◎１単位＝10.14 円 
 ※介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）<所定単位数に 14.0％を乗じた単位数>を含めております。 

★令和 6年 8 月からは居住費の日額に 60 円（月額では 1,800 円）加算されます。  

 

【ユニット型介護福祉施設サービス費Ⅰ】                ◎１単位＝１０．１４円 

  

要
介
護
度 

介護保険利用者負担額 利 用 者 

負担段階 

食  費 居 住 費（★） 合  計 

日額① 月額② 日額③ 月額④ 日額⑤ 月額⑥ 
①③⑤の

日額合計 

②④⑥の 

月額合計 

要
介
護
１ 

①775 円 

 

②1,550 円 

 

③2,324 円 

①23,235 円 

 

②46,470 円 

 

③69,705 円 

第 1段階 300 円 9,000 円 820 円 24,600 円 1,895 円 56,835 円 

第 2段階 390 円 11,700 円 820 円 24,600 円 1,985 円 59,535 円 

第 3段階① 650 円 19,500 円 1,310 円 39,300 円 2,735 円 82,035 円 

第 3段階② 1,360 円 40,800 円 1,310 円 39,300 円 3,445 円 103,335 円 

第 4段階 

以上 
1,445 円 43,350 円 2,600 円 78,000 円 

①4,820 円 
 

②5,595 円 
 

③6,369 円 

①144,585 円 
 

②167,820 円 
 

③190,337 円 

要
介
護
２ 

①856 円 

 

②1,712 円 

 

③2,568 円 

①25,663 円 

 

②51,325 円 

 

③76,987 円 

第 1段階 300 円 9,000 円 820 円 24,600 円 1,976 円 59,263 円 

第 2段階 390 円 11,700 円 820 円 24,600 円 2,066 円 61,963 円 

第 3段階① 650 円 19,500 円 1,310 円 39,300 円 2,816 円 84,463 円 

第 3段階② 1,360 円 40,800 円 1,310 円 39,300 円 3,526 円 105,763 円 

第 4段階 

以上 
1,445 円 43,350 円 2,600 円 78,000 円 

①4,901 円 
 

②5,757 円 
 

③6,613 円 

①147,013 円 
 
②172,675 円 

 
③198,337 円 

要
介
護
３ 

①942 円 

 

②1,884 円 

 

③2,826 円 

①28,264 円 

 

②56,527 円 

 

③84,790 円 

第 1段階 300 円 9,000 円 820 円 24,600 円 2,062 円 61,864 円 

第 2段階 390 円 11,700 円 820 円 24,600 円 2,152 円 64,564 円 

第 3段階① 650 円 19,500 円 1,310 円 39,300 円 2,902 円 87,064 円 

第 3段階② 1,360 円 40,800 円 1,310 円 39,300 円 3,612 円 108,364 円 

第 4段階 

以上 
1,445 円 43,350 円 2,600 円 78,000 円 

①4,987 円 
 

②5,929 円 
 

③6,871 円 

①149,614 円 
 

②177,877 円 
 

③206,140 円 
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【 要 介 護 ４ ～ 要 介 護 ５ 】  

【ユニット型介護福祉施設サービス費Ⅰ】                ◎１単位＝１０．１４円 

 

※上記金額は全て概算・基本料金の部分となり、状況に応じて発生する加算項目が別途発生します。    

 予めご理解頂きますよう、宜しくお願い申し上げます。 

 

〇 介護保険利用者負担額には、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）<所定単位数に 14.0％を乗じた単位数>を含めており

ます。 

 

〇 ご入居者がまだ、要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一度、お支払いいただきます。 

要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。この際、ご入居者が 

保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

 

要
介
護
度 

介護保険利用者負担額 利 用 者 食  費 居 住 費（★） 合  計 

日額① 月額② 負担段階 日額③ 月額④ 日額⑤ 月額⑥ 
①③⑤の

日額合計 

②④⑥の 

月額合計 

要
介
護
４ 

①1,025 円 

 

②2,049 円 

 

③3,073 円 

①30,726 円 

 

②61,451 円 

 

③92,176 円 

第 1段階 300 円 9,000 円 820 円 24,600 円 2,145 円 64,326 円 

第 2段階 390 円 11,700 円 820 円 24,600 円 2,235 円 67,026 円 

第 3段階① 650 円 19,500 円 1,310 円 39,300 円 2,985 円 89,526 円 

第 3段階② 1,360 円 40,800 円 1,310 円 39,300 円 3,695 円 110,826 円 

第 4段階 

以上 
1,445 円 43,350 円 2,600 円 78,000 円 

①5,070 円 
 

②6,094 円 
 

③7,118 円 

①152,076 円 
 

②182,801 円 
 

③213,526 円 

要
介
護
５ 

①1,105 円 

 

②2,209 円 

 

③3,313 円 

①33,139 円 

 

②66,237 円 

 

③99,355 円 

第 1段階 300 円 9,000 円 820 円 24,600 円 2,225 円 66,719 円 

第 2段階 390 円 11,700 円 820 円 24,600 円 2,315 円 69,419 円 

第 3段階① 650 円 19,500 円 1,310 円 39,300 円 3,065 円 91,919 円 

第 3段階② 1,360 円 40,800 円 1,310 円 39,300 円 3,775 円 113,219 円 

第 4段階 

以上 
1,445 円 43,350 円 2,600 円 78,000 円 

①5,150 円 
 

②6,254 円 
 

③7,358 円 

①154,469 円 
 

②187,587 円 
 

③220,705 円 
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＜その他の介護保険対象となる加算表＞ 各加算項目に該当した場合、対象となります。 

※負担割合が 1割の場合の料金を載せています。（実際には介護保険負担割合証に記載されている内容に準じます。） 

※介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）を含めております。                          

 

初期加算 

（30 日間） 
35 円/日 

入居から 30 日間加算されます。また、病院または診療所に 30 日を超えて入院した後に再

入所した場合にも同様に 30 日間加算されます。 

療養食加算 6 円/回 

医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量および内容を有する糖尿病食、腎

臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常病食、痛風食および特別な場

合の検査食を提供した場合に加算されます。（１日３食を限度とし、１食を１回とします。） 

経口維持加算Ⅰ 463 円/月 
摂取機能障害を有し、誤嚥が認められる方に対し、他職種協働により経口維持計画を作成

し、特別な管理をした場合、加算されます。(原則 6月間まで) 

経口維持加算Ⅱ 116 円/月 

経口維持管理加算（Ⅰ）を算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事

摂取を支援するための観察及び会議に医師、歯科医師、歯科衛生士、または言語聴覚療法

士が加わった場合 1か月につき加算されます。 

安全対策体制 

加算 
24 円/日 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対

策を実施する体制が整備されている場合、加算されます。 

個別機能訓練加算

Ⅰ 
14 円/日 作業療法士等が個別機能訓練計画に基づき、計画的に個別訓練を行う場合に加算されます。 

個別機能訓練加算

Ⅱ 
24 円/月 

個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等

の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合に加算されます。 

個別機能訓練加算

Ⅲ 
24 円/月 

リハビリテーション、機能訓練、口腔、栄養の一体的取り組みを推進し、自立支援、重度化防

止を効果的に進める観点から情報を関係職種間の間で共有し厚労省へ提出する。共有した情報

を踏まえ、リハビリテーション計画または個別機能訓練計画について必要な見直しを行い、見

直しの内容について関係職種に対し共有していることで加算されます。 

自立支援促進加算 324 円/月 

医師が入居者ごとに自立支援のために特に必要な医学的評価を入居時に行うととともに、

少なくとも３か月に１回、医学的評価の見直しを行い、自立支援のための対応が必要とさ

れる方ごとに、医師・看護師・介護職員。介護支援専門員・その他の職種の者が共同して、

自立支援に係る計画を策定し、支援計画に従ったケアを実施、少なくとも３か月に１回支

援計画を見直し、医学的評価の結果等を厚生労働省に提出し、必要な情報を活用した場合、

加算されます。 

科学的介護推進 

体制加算 Ⅰ 
47 円/月 

入所者、利用者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身

の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出をした場合、加算されます。 

科学的介護推進 

体制加算 Ⅱ 
58 円/月 

科学的介護推進体制加算Ⅰの要件に加えて、疾病の状況や服薬情報等の情報）を厚生労働

省に提出した場合、加算されます。（介護老人福祉施設については、服薬情報の提出を求め

ないものとしており、58 円/月となります。） 

配置医師 

緊急時対応加算 

（早朝・夜間） 

752 円/回 

緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の方法及び曜日や時間帯ごとの医師との連

絡方法や診察を依頼するタイミングなどについて具体的な取り決めがされていること、複

数名の医師を配置、もしくは配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施設の求めに応じ

て 24 時間対応できる体制を確保している場合、加算されます。早朝は 6：00～8：00、夜

間は 18：00～22：00 の時間を指します。 

配置医師 

緊急時対応加算

（深夜） 

1,503 円/回 

緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の方法及び曜日や時間帯ごとの医師との連

絡方法や診察を依頼するタイミングなどについて具体的な取り決めがされていること、複

数名の医師を配置、もしくは配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施設の求めに応じ

て 24 時間対応できる体制を確保している場合、加算されます。深夜は 22：00～翌 6：00

の時間を指します。 
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排せつ支援加算 

Ⅰ 
12 円/月 

排せつに介護を要する入所者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師

と連携した看護師が施設入所時等に評価するとともに、少なくとも６か月に１回、評価結

果等を厚生労働省に提出し、当該情報を支援に活用していること、要介護状態の軽減が見

込まれる場合、医師・看護師・介護支援専門員等が共同して支援計画を作成し、支援を継

続して実施していること、その評価に基づき、少なくとも３か月に１回、入居者ごとに支

援計画を見直している場合、加算されます。 

排せつ支援加算 

Ⅱ 
17 円/月 

排せつ支援加算Ⅰの算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことによ

り、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時等と比較して、排尿・排便の

状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない、又はおむつ使用あり

から使用なしに改善した場合、又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置され

ていた者について尿道カテーテルが抜去された場合に加算されます。 

排せつ支援加算 

Ⅲ 
24 円/月 

排せつ支援加算Ⅰの算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことによ

り、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時等と比較して、排尿・排便の

状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない、かつおむつ使用あり

から使用なしに改善した場合、又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置され

ていた者について尿道カテーテルが抜去された場合加算されます。 

生活機能向上 

連携加算 Ⅰ 
116 円/月 

訪問・通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを実施して

いる医療提供施設の理学療法士や医師からの助言をうけることができる体制（通所リハビ

リテーション等のサービス提供の場又は ICT を活用した動画等）を構築し、助言を受けた

上で、機能訓練指導員等が生活機能の向上を目的とした個別機能訓練計画を作成した場合、

加算されます。 

生活機能向上 

連携加算 Ⅱ 
232 円/月 

訪問リハビリテーションもしくは、通所リハビリテーションを実施している事業所又はリ

ハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等や医師が介護老人福祉施設

等を訪問し、個別記の訓練計画を作成した場合に加算されます。※ 個別機能訓練加算を

算定している場合、113 円/月（225 円/月）338 円/月が加算されます。 

日常生活継続支援

加算（Ⅱ） 
53 円/日 

新規のご入所者の総数のうち要介護 4～5 の割合が 70％以上または認知症日常生活自立度

Ⅲ以上の割合が 65％以上となる場合に算定となります。 

若年性認知症 

入所者受入加算 
139 円/日 若年性認知症ご入居者に対して、指定介護福祉施設サービスを行った場合に加算されます。 

栄養ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

強化加算 
13 円/日 

管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を５０（施設に常勤栄養士を１人以上配置し、給

食管理を行っている場合は７０）で除して得た数以上配置し、入所者ごとの栄養状態等の

情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継続的

な栄養管理の実施のために必要な情報を活用している場合、算定されます。 

看取り加算Ⅰ 

（１） 
84 円/日 死亡日以前３１日以上４５日以下について１日につき加算されます。 

看取り加算Ⅰ 

（２） 
167 円/日 死亡日以前４日以上３０日以下について１日につき加算されます。 

看取り加算Ⅰ 

（３） 
786 円/回 死亡日の前日および前々日について１日につき加算されます。 

看取り加算Ⅰ 

（４） 
1,480 円/日 死亡日について 1日につき加算されます。 

看取り加算Ⅱ 

（１） 
84 円/日 

配置医師緊急時対応加算を算定している場合、死亡日以前３１日以上４５日以下について

１日につき加算されます。 

看取り加算Ⅱ 

（２） 
167 円/日 

配置医師緊急時対応加算を算定している場合、死亡日以前４日以上３０日以下について１

日につき加算されます。 

看取り加算Ⅱ 

（３） 
902 円/日 

配置医師緊急時対応加算を算定している場合、死亡日の前日および前々日について１日に

つき加算されます。 

看取り加算Ⅱ 

（４） 
1,827 円/日 配置医師緊急時対応加算を算定している場合、死亡日について１日につき加算されます。 
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ＡＤＬ維持加算Ⅰ 35 円/月 

利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が１０人以上であり、

利用者等全員について、利用開始月と当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービ

スの利用があった最終月）において Barthel Index を適切に評価できる者が ADL 値を測定

し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出し、評価対象利用者等の調整済 ADL 利

得を平均して得た値が１以上の場合、算定されます。 

ＡＤＬ維持加算Ⅱ 69 円/月 
ＡＤＬ維持加算Ⅰの要件の一部を満たしており、評価対象利用者等の調整済 ADL 利得を平

均して得た数が３以上の場合、算定されます。 

 精神科医師に 

よる診療指導 
5 円/日 

認知症であるご入居者が全ご入居者の 3 分の 1 以上を占めており、精神科の担当する医師

による定期的な診療指導が月 2回以上行われる場合は加算されます。 

褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

加算（Ⅰ） 
3 円/月 

褥瘡発生に係るリスクについて、施設入所時等に評価するとともに、少なくとも３ヶ月に

１回評価を行い、評価結果を厚生労働省に提出し、管理の実施に当たって当該情報等を活

用していること、リスクがあるとされた入所者ごとに医師・看護師等・管理栄養士・介護

職員・介護支援専門員の職種の者が共同して、褥瘡ケア計画を作成し、実施管理の内容や

状態について定期的に記録し、少なくとも３か月に１回、計画を見直している場合に算定

されます。 

褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

加算（Ⅱ） 
15 円/月 

褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、施設入所時等 

の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入居者について、褥瘡の発生がなか

った場合に算定されます。 

退所前連携加算 578 円 

入居期間が 1 月を越えるご入居者が退居し、指定居宅介護支援事業者の介護支援専門員と

連携し、退居後の居宅における居宅サービスの利用上必要な調整を行った場合に加算され

ます。 

退所前訪問相談 

援助加算 
532 円 

入居期間が 1 月を超えると見込まれる入居者が退居に先立って、入居所が退居後生活する

居宅を訪問して退去後の居宅サービス等について相談援助を行った場合に加算されます。

(場合によっては 2回分が加算されます。) 

退所後訪問相談 

援助加算 
532 円 

入居者の退去後３０日以内に居宅を訪問し、その入居者及び家族等に対して相談援助を行

った場合に加算されます。 

退所時相談 

援助加算 
463 円 

入居期間が１月を越える入居者が退居し、居宅サービスや地域密着型サービスを利用する

場合において、同意を得た上で退居日から 2 週間以内に居住地を管轄する市町村等に介護

状況を示す文書を添えて居宅サービス等に必要な情報を提供した場合に加算されます。 

専従常勤医師   

配置加算 
30 円/日 常勤の医師を 1名以上配置している場合に加算されます。 

外泊時在宅 

サービスを利用し

た時の費用 

647 円/日 

外泊された居宅等にて、当施設によるサービス提供を受けた場合には、外泊初日と最終日

以外は、所定単位数に代えて加算となります。なお、外泊期間中の居住費は加算されます。

（1ヶ月に 6日間まで。*外泊時費用を算定する場合は適用となりません。） 

*外泊時費用 284 円/日 
外泊された場合には、外泊初日と最終日以外は、所定単位数に代えて加算となります。な

お、外泊期間中の居住費は加算されます。（1ヶ月に 6日間まで） 

在宅・入所相互利

用加算 
47 円/日 

在宅生活を継続する観点から、複数人があらかじめ在宅期間及び入所期間を定めて、同一

の個室を計画的に使用した（要介護 3～要介護 5までの者）場合に加算されます。 

在宅復帰支援機能

加算 
12 円/日 

ご入所者が在宅へ退居するに当たりご入所者の家族との連絡調整を図り、ご入所者が希望

する居宅介護支援事業者に対して必要な情報等提供した場合に加算されます。 

口腔衛生管理 

加算Ⅰ 
105 円/月 

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、ご入居者に対し、口腔ケアを月２回以上行った場

合、月に１回加算されます。 

口腔衛生管理 

加算Ⅱ 
127 円/月 

口腔衛生管理加算Ⅰの要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労

働省に提出し、口腔衛生等の管理の実施に当たって、適切かつ有効な実施のために必要な

情報を活用した場合、算定となります。 
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夜勤職員配置加算

Ⅱ・ロ 
22 円/日 

ユニット型指定介護福祉老人施設で、夜勤を行う介護職員または看護職員の数に常勤換算

方法で、1を加えた数以上の介護職員または看護職員を配置した場合は加算されます。 

看護体制加算Ⅰ・

ロ 
4 円/日 指定介護老人福祉施設で、常勤の看護師を 1名配置している場合は加算されます。 

看護体制加算Ⅱ・

ロ 
10 円/日 

看護職員の数が常勤換算法方法でご入居者の数が２５又はその端数を増すごとに 1 以上で

あり、かつ指定介護老人福祉施設看護職員配置基準の人数に 1名以上加えて配置している、

さらに施設看護職員と病院、診療所、訪問看護ステーションの看護職員との連携により、

２４時間の連絡体制を確保している場合に加算されます。 

経口移行加算 33 円/日 
医師の指示に基づき管理栄養士または、栄養士が経口による食事の摂取を進めるための栄

養管理を行った時に加算されます。(原則 180 日間まで) 

認知症専門 

ケア加算Ⅰ 
3 円/日 

認知症に占める割合が２分の１以上で、認知症介護に係る専門的な研修を修了しているも

のを、対象者が２０人未満である場合にあっては、１名以上の場合にあってチームとして

専門的な認知ケアを実施していた場合に加算されます。 

認知症専門 

ケア加算Ⅱ 
4 円/日 

認知症専門ケア加算Ⅰの基準のいずれも適合しており、指導に係る専門的な研修を修了し

ているものを、1名以上配置した場合に加算されます。 

認知症チームケア

推進加算Ⅰ 
174 円/日 

認知症チームケア推進加算Ⅱの算定要件に加え、認知症に関する所定の研修により厳格な

要件が求められます。 

認知症チームケア

推進加算Ⅱ 
139 円/日 

認知症に関する所定の研修を修了している者を１名以上配置し認知症の行動・心理症状の

予防等に資するチームケアを実施。個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、

その評価に基づく値を測定し、カンファレンスの開催、計画の作成、定期的な評価、ケア

の振り返り、計画の見直し等を行っていることで加算されます。 

再入所時栄養 

連携加算 
232 円/回 

介護保険施設の入居者が医療機関に入院し、施設入居時とは大きく異なる栄養管理が必要

となった場合であって、介護保険施設の管理栄養士が当該医療機関での栄養食事指導に同

席し、再入居後の栄養管理について、当該医療機関の管理栄養士と相談の上、栄養ケア計

画の原案を作成し、当該介護保険へ再入居した場合に１回に限り加算されます。 

障碍者生活支援体

制加算Ⅰ 
31 円/日 

視覚、聴覚もしくは言語機能に障がいがあるご入所者人数が１５名以上で「障害者生活支

援員」を１名以上配置されている場合に加算されます。 

障碍者生活支援体

制加算Ⅱ 
47 円/日 

入所障がい者数が入所者総数の 50％以上、かつ専ら障害者支援専門員としての職務に従事

する常勤の職員である者を２名以上配置し、かつ、障害者生活支援専門員を常勤換算方法

で障害者である入所者の数を 50 で除した数に１を加えた以上配置している場合は加算さ

れます。 

サービス提供 

体制強化加算Ⅰイ 
22 円/日 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 60 以上で、通所介護費等の算

定方法の基準に該当していない場合に加算されます。 

サービス提供 

体制強化加算Ⅰロ 
15 円/日 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 50 以上で、通所介護費等の算

定方法の基準に該当していない場合に加算されます 

サービス提供 

体制強化加算Ⅱ 
6 円/日 

看護・介護職員の総数にうち、常勤職員の占める割合が 100 分の 75 以上で、通所介護費等

の算定方法の基準に該当していない場合に加算されます。 

サービス提供 

体制強化加算Ⅲ 
6 円/日 

ご入所者に直接提供する総数のうち、勤続年数 3年以上の者の占める割合が、100 分の 30

以上で、通所介護費等の算定方法の基準に非該当場合に加算されます。 

認知症行動心理症

状緊急対応加算 
232 円/日 

利用者に認知症の行動・心理症状が認められ、在宅での生活が困難であり緊急に入所する

ことが適当であると医師が判断した場合、入所日から起算して 7日を限度として算定され

ます。 

生産性向上推進体

制加算Ⅰ 
116 円/月 

生産性向上推進体制加算Ⅱの要件に加え、データにより業務改善の取組による成果が確認

されていることや、見守り機器等のテクノロジーを複数導入していること等で算定されま

す。 
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生産性向上推進体

制加算Ⅱ 
12 円/月 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた

改善活動を継続的に行っていること。 見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入してい

ること。１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンライ

ンによる提出）を行うことで算定されます。 

高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅰ 
12 円/月 

感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応を行う体制を確保していること。 協力医療機関等との間で新興感染症以外の一

般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医療機関

等と連携し適切に対応していること。 診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対

策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感染対策に

関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していることで算定されます。 

高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅱ 
6 円/月 

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から 3年に１回以上、施

設で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けていることで算定されま

す。 

協力医療機関連携

加算Ⅰ 

［令和 6年度］

116 円/月 

［令和 7年度］ 

58 円/月 

協力医療機関連携加算Ⅱの算定要件に加え、協力医療機関が次の要件を満たす場合に算定

されます。① 入所者等の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を常時確保していること。② 高齢者施設等からの診療の求めがあった場合におい

て、診療を行う体制を常時確保していること。③ 入所者等の病状が急変した場合等におい

て、入院を要すると認められた入所者等の入院を原則として受け入れる体制を確保してい

ること。 

協力医療機関連携

加算Ⅱ 
6 円/月 

協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する

会議を定期的に開催していることで算定されます。 

退所時栄養情報連

携加算 
82 円/回 

介護保険施設から、居宅、他の介護保険施設、医療機関等に退所する者の栄養管理に関す

る情報連携が切れ目なく行われるようにする観点から、介護保険施設の管理栄養士が、介

護保険施設の入所者等の栄養管理に関する情報について、他の介護保険施設や医療機関等

に提供する場合に算定されます。 

退所時情報提供 

加算Ⅱ 
289 円/回 

医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所者等を紹介する際、

入所者の同意を得て心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合に加算されます。 

新興感染症等施設

療養費 
278 円/日 

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、診療、入院調

整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、適切な感染

対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場合に、１月に１回、連続する５日を

限度として算定されます。 

 

 

＜ 介護職員等処遇改善加算の算定要件＞ 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

加算率 １４．０％ 

加算（Ⅱ）に加え、以下の要件を満たすこと。 

• 経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上配置していること（ 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 

加算率 １３．６％ 

加算（Ⅲ）に加え、以下の要件を満たすこと。 

• 改善後の賃金年額440万円以上が１人以上 

• 職場環境の更なる改善、見える化 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 

加算率 １１．３％ 

加算（Ⅳ）に加え、以下の要件を満たすこと。 

• 資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 

加算率 ４．４％ 

• 加算（Ⅳ）の1/2（6.2%）以上を月額賃金で配分 

• 職場環境の改善（職場環境等要件） 

• 賃金体系等の整備及び研修の実施等 

令和6.3.15 老発0315 第２号 介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方に基づきます。 

 


